





























































































　まず発電部門については，中央電力局（Central Electricity Generating Board：CEGB）の














　各種ライセンスの付与にあたっては，電気事業局長（Director General of Electricity 
Supply：DGES）が行うことになっており，これを補佐する機関として，政府から独立した
規制機関である電力規制庁（Office of Electricity Regulation：OFFER）が設立された。
OFFER は，1999年６月にガス規制庁（Office of Gas Supply：OFGAS）と統合され，ガス電















　　　出所：Armstrong et al. (1994) より作成６
表１　送電部門におけるプライス・キャップ規制の概要
出所：Armstrong et al. (1994) より作成７
プール（National Grid）





























と算出される。ここで  は１年間の小売物価の上昇率（  ），  は電力産業の生産性上
昇率，  は税制等の制度変更によって変化する費用の調整項目である。10 ここで は 年
を含む過去５年間の平均最大電力を 年の予想最大電力で除したものであり，毎年の平均収
入の増減を平準化させるために組み込まれている。当該期間において，数式は変更されてい
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卸売 Nord Pool 卸事業者など
















































































































































































































　カリフォルニア州規制局（California Public Utilities Commission：CPCU）は，既存電力
会社による発電部門，カリフォルニア電力取引所（California Power Exchange：CALPX），
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